
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（ 1 ）辻村みよ子「『政治責任』の論理と態様」法律時報62巻 6 号（1990年）64頁。
（ 2 ）上掲の辻村論文の他では、ロッキード疑獄に触発された杉原泰雄の議論が代表
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的であり、『国民代表の政治責任』（岩波書店、1977年）が特に注目されるべき所論
である。





















したポール・バスティドの意見が参照されるべきである。Paul Bastid, Le régime 




（12）Nguyen Quoc Dihn, La loi constitutionnelle du 2 novembre 1945 portant 
organisation provisoire des pouvoirs publics, RDP, 1946, pp.81-82.
（13）第四共和制における執行権強化の試みは、何よりも「特別多数という形で自ら
が明確に信任した人物を失脚させることに対しては、国民議会はためらう様になる
612　早稲田法学会誌第66巻 1 号（2015） フランス第五共和制における「政治責任」概念とその変容（三上）　6123
筈だ」という議会の権威を前提としたものであった。この点で、第五共和制におけ
る執行権強化が有権者団から直接正統性を調達することになった事情とは鋭い対比
を為す。Georges Vedel, Manuel élémentaire de droit constitutionnel, réédition 
























（24）René Capitant, L’amenagement du pouvoir éxecutif et la question du Chef 
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示唆を受けている。
（26）René Capitant, op.cit., p.397.









その課題」『日本銀行調査月報』（19巻10号、1968年、日本銀行調査統計局） 4 ～ 6
頁。
（30）1960年代に実施されたレフェレンダムは実に 4 回を数える。即ち、1961年 1 月







4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を回復する手段として解釈しようと考えた











（37） 1 回。即ち、1972年 4 月23日レフェレンダム（欧州共同体の拡大に関する条約
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の承認に関して）である。
（38） 1 回。即ち、1988年11月 6 日レフェレンダム（ニューカレドニアの自治の承認
に関して）である。
（39） 1 回。即ち、1992年 9 月20日レフェレンダム（欧州連合条約の承認に関して）
である。


















補償基金法」『外国の立法』（34巻 5 ・ 6 号、1996年）31頁以下が大いに参考にな
る。本稿における以下の汚染血液事件に関する記述は、同稿に多くを負っている。
また、高橋泉「閣僚の政治責任（一）　刑事責任との交錯を巡る議論から　」『上
智法学論集』（45巻 1 号、2001年）41～71頁、同「（二）」『上智法学論集』（45巻 2
号、2001年）81～121頁。また、刑法学上の考察として、末道康之「フランスにお
けるエイズウイルス感染と刑事責任：《sang contamine》事件判決を中心に」『清
和法学研究』（ 2 巻 1 号、1995年）231～260頁にも、本稿は多くを負っている。
仏語文献としては、同事件の内情に関するフランス社会への暴露の書として大き
な反響を呼び起こした、所謂「リュカ報告書」こと、Michel Lucas, Transfusion 
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sanguine et sida en 1985, Inspéction générale des affaires social, 1991が参考にな
る。
（50）この点に付き、検事総長ブルジュランの論告の抜粋を掲載する RDP, no2, 1999, 
p.339以下を参照。
（51）高橋泉、前掲書83頁。
（52）Olivier Beaud, Le traitement constitutionnel de l’affaire sang contaminé, 










（56）Michel Degoffe, la responsabilité du ministre, Olivier Beaud et Jean-Minchel 
Blanquer (dir.), La reponsabilité des gouvernants, Descartes&Cié, 1999, p.265.
（57）Degoffe, Responsabilité pénale et la responsabilité politique du ministre, 
Revue française de Droit consitutionnel no26, 1996, p.402.
（58）Degoffe, Pour la Cour de justice de la République. RDP, no2, 1999, p.417.
（59）Degoffe, supra note 57, p.246.
（60）Degoffe, supra note 59, p.266.
（61）Beaud, supra note 53, p.997.
（62）loc.cit.
　　なお、この点について特に取り上げたものとして、Antoine Garapon, Denis 
Salas, La République pénalisée, Hachette, 1996.
（63）Beaud, supra note 53, p.999.
（64）Beaud, Ibid, p.1001.
（65）Luis Diez-Picazo, La criminalidad de los gobernantes, Critica, 1996, p.14. cité 
par Olivier Beaud, Ibid. p.997.
（66）Ibid, p.1001.












（78）Patricl Auvret, La revanche du régime parlementaire, RDP, no5, 1997, pp. 
1231-1232.
（79）Philippe Ségur, Qu’est-ce que la responsabilité politique ?, RDP, no6, 1999, 
pp.1599-1623.　以下、本節は多く同論文に依拠する。
（80）Ibid., p.1616. また、同一の見解を、Philippe Ségur, La responsabilité politique, 
Que sais-je?, PUF, 1998, p.17でも述べている。


























（106）P.Avril, J.Gicquel, Droit parlementaire, Montchrestien, 1990; B.Chantebout, 



































（120）Ségur, supra note 80., p.1620.
（121）loc.cit.
（122）Bertrand Mathieu, Michel Verpeaux ”Responsabilité et démocratie”
(Thèmes & commentaires, Cahiers constitutionnels de ParisⅠ, Dalloz, 2008) の
巻頭序を参照。












によって決される」情況の問題性は拭い得ない。Maurice Duverger, Introduction 
à une sociologie des régimes politiques, in Traité de sociologie, PUF, 1961, p.9.
（129）René Capitant, Ecrits politique, Flammarion, 1971, p.420.
（130）René Capitant, supra note24, p.398.
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支配的であったが（例えば Adhémar Esmein, op.cit., p.99.,Léon Duguit, Traité 
de droit constitutionnel, 3éd, tomeII, 1928, pp.812-813.）近年では、大臣の「不手
際」を「大逆罪」という個人的行為に還元して捉えるアプローチが「目的に対する
手段の不適合」を示したことに求める見解が提起されている。後者の見解につき、
Denis Barranger, Parlementarisme des origines: Essai sur les conditions de for-
mation d’un éxécutif responsable en Angleterre (des années 1740 au début de l’âge 
victorien), PUF, 1999, p.271.
（139）今関源成「検察審査会による強制起訴　「統治主体」としての国民」法律時報
（83巻 4 号、2011年） 1 頁。
（140）今関・前掲論文同頁。
（141）今関・前掲論文同頁。
（142）オリヴィエ・ボー、前掲論文450頁。
（143）オリヴィエ・ボー、前掲論文452頁。
